
本講演資料は、2017 年 11 月 15 日に開催された「福知山公立大学地域経営学セミナー」

での講演での配布資料である。「地域経営学とは何か」、「地域経営学の意義と体系」等につ

いての私の見解は、本学会誌の 2020 年の第 2 巻第 2 号に掲載することにしている。 
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１． はじめに 

① 「地域経営の歴史」から学び、「地域経営の現実」を直視し、考え、「地域経営の未

来」をデザインする「地域経営学」の学術的理論構築を行う。 

② 澁澤栄一の「論語と算盤」、近江商人の「三方よし」等の経営哲学、ビジネス哲学

から学び「地域経営学」の学術的理論構築を行う。 

③ 「歴史・理論・政策の融合・統合」、「文理融合・統合」した「地域経営学」の学術

的理論構築を行う。 

④ 「経営学・会計学・商学（マーケティング）・経営工学（総合工学）・経営情報科学

（IT・ICT・IoT・AI）などの融合・統合」した「地域経営学」の学術的理論構築

を行う。 

 

２． 日本学術会議経営学委員会における「地域経営学の研究・教育のあり方検討分科会」

での審議に至る経緯（今後の予定を含む） 

〇報告『経営リテラシーの定着に向けて』 

（経営学委員会「経営リテラシ―分科会」委員長：奥林康司） 

 〇提言『グローバル社会における日本独自の経営概念の探求』 

（経営学委員会「会計学分科会」委員長：藤永弘） 

 〇報告『大学教育の分野別質保証のための教育課程編成上の参照基準 経営学分野』 

（大学教育の分野別質保証推進委員会「経営学分野の参照基準検討分科会」 

委員長：藤永弘） 

 〇報告『わが国の経営学大学院教育のあり方について―高度職業人教育を中心に―』 

（経営学委員会「経営学大学院教育のあり方検討分科会」委員長：鈴木久敏） 

 〇記録『地域経営学の研究・教育のあり方検討分科会 記録』（第 24 期に継続審議） 

（経営学委員会「地域経営学の研究・教育のあり方検討分科会」委員長：藤永弘） 

（第 24 期日本学術会議経営学委員会『地域経営学の研究・教育のあり方検討分科会） 
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 〇提言（予定）『地域経営学の研究・教育のあり方』（仮題） 

 

２．「経営学の参照基準」の概要 

  配布資料の日本学術会議「報告」『大学教育の分野別質保証のための教育課程編成上の

参照基準 経営学分野』で説明（「経営学の定義」のみを「地域経営学の定義」との関係

で下記に示す） 

   経営学の定義 

    「経営学は、営利・非営利のあらゆる継続的事業体における組織活動の企画・運

営に関する科学的知識の体系である。 

営利・非営利のあらゆる継続的事業体の中には、私企業のみならず国・地方自

治体、学校、病院、NPO、家庭などが含まれる。 

また、企画・運営に関する組織活動とは、新しい事業の企画、事業体の管理、

その成果の確認と改善、既存事業の多角化、組織内における各職務の諸活動であ

る。これらの諸活動を総体として経営と呼ぶ。」 

 

３．「地域経営学」の背景 

（1） 19 世紀、20 世紀はいかなる時代であったか、21 世紀の世界はいかなる時代になる

か 

19 世紀は「ヨーロッパ中心の時代」、20 世紀は「アメリカ中心の時代」、21 世紀は

「多極化の時代」か 

（2） 第二次大戦後の「日本経済・市場経済の歩み」 

① 「日本経済の復興・再建時代」→「高度経済成長時代」→「バブル経済時代」→「低

成長時代」→「グローバル経済時代」→「グローカル経済時代」→ 

② 「加工貿易立国」→「科学技術立国」→「観光立国」→ 

③ 「プロダクト型市場経済」→「ファイナンシャル型市場経済」→「知識情報型市場

経済」（武田隆二先生の提言）→ 

④ 「利害調整型市場経済」→「株主重視型市場経済」→「多様・混合型市場経済」 

⑤ 「上り線型経済」→「下り線型経済」→「上り線・下り線交流型経済」→ 

（3） 地域経営学の主要な潮流 

「集落経営（タウンミーテイングによる地域経営）」→「自治体サポートによる地

域経営」→「国家政策・国家主導による地域経営」→「住民主導・住民主体、自治

体などの参加による地域経営」→ 

 

（4） 日本の「地方自治（地方公共団体）の変遷」 

① 「戦前の地方自治」 

   〇大日本帝国憲法には、「地方自治の規定」がなく、地方自治は府県精、市制、町村   
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    制の下で認められていた。 

   〇明治 21 年の市制、町村制では、市町村を「地方団体と位置付け」られ、団体自治 

    の形態は整備されたが、府県知事や内務大臣等の強い監督下に置かれた。 

   〇明治期、大正期、昭和期と選挙権・被選挙権の拡充、議会の強化等地方自治制度 

    は近代化・民主化の方向に向かったが、戦時下では地方団体は戦争目的を支える 

    ものとして機能した。 

② 「戦後の地方自治」 

戦後、地方自治は「憲法で保障」されるが、社会経済状況等の影響により幾多の変

遷をたどる。 

③ 「高度経済成長時代」 

1950 年半ばから 1970 年代半ばまで続く「高度経済成長時代」では、国からの「機

関委任事務や国庫補助金」に誘導された「横並び・中央直結の地方自治」が展開さ

れた時代。道路など公共財の社会的インフラは整備されたが、反面、「公害問題、

乱開発等」の課題に対して、自治体により独自の先駆的な取り組みが行われた。 

④ 「行政改革の時代」 

国及び自治体の厳しい財政状態の中で、「効率的な行政運営」、「歳出削減」、高度経

済成長時代に拡張した「行政サービス見直し」、「事業の選択と集中」、「民間経営手

法の積極的な導入」（NPM、PDCA など）が行われ時代。 

⑤ 「中央主権型社会」から「地域主権型社会」への移行時代 

〇 中央政府任せでなく、地域住民一人一人が地域自治に関わり、地域社会を創生

していく時代で、真の住民自治が問われる時代。 

〇 行政法上も「国と地方が対等」で、地域のことは地域が決める地域社会の自己

決定・自己責任で、「地域特性・地域資源を活かした持続可能な地域の創生の時代」。 

〇「補助金依存型地域行政」から脱却を図り、「精神的・経済的自立型地域社会の

創造」を目指す時代。 

〇 精神的・経済的に自立した持続可能な地域社会の創生には、「地域住民の視点」

から、「民・学・産・官・金・言・士等との連携・協働」により、地域特性・地域

資源を活かした「地域価値の創造のための地域経営学」の科学的な知識・知見が必

要な時代。 

 

（5） 日本の現代社会の時代認識 

① 「グローバル化時代」（「国際化時代」→「ボーダレス化時代」→「グローバル化時

代」時代）→「グローカル化時代」（地域に根差し、世界に拓かれた時代） 

② 「高度情報化時代」（IT、IoT、AI 等活用の時代） 

③ 「地球規模での人口増加」と日本等の先進国での「少子高齢化時代」（人口構成問

題、人材不足問題の時代） 
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④ 「価値観の多様化時代」（多様な生き方の時代） 

⑤ 「地球的規模での競争・共存・共生の時代」 

⑥ 「国家財政・地方財政危機の時代」（財政自立・再建問題解決の時代） 

⑦ 「地球環境保全の時代」（循環型社会の創生の時代） 

⑧ 「地域創生の時代」（都市創生問題、地方創生問題解決の時代） 等 

 

３．地域経営学の必要性 

  ① 「持続可能な地域社会の創生」の必要性 

  ② 「地域社会の精神的・経済的自立」の必要性 

  ③ 「少子化・高齢化対策、人口構成の是正」の必要性 

  ④ 「中央主権型・補助金依存型・行政依存型地域経営」から「地域主権型・自立型

地域経営」への移行の必要性 

  ⑤ 「地域内の各種経営主体との連携・協働」、「他地域社会間の連携・協働」、「民・

学・産・官・金・言・士等の連携・協働」による「持続可能な自立した・自律し

た地域社会の創生」の必要性 

⑥ 「地域特性・地域資源を活用した地域価値の創造」の必要性 

   

４．地域経営学の定義（分科会で検討中のため藤永弘の定義） 

  ① 「地域経営学」は、地域社会全体を「経営主体（継続的事業体）」として、地域内

の「各種経営主体（各種継続的事業体）」が連携・協働して、「持続可能な自立した

地域社会の創生」に向けて、「地域特性・地域資源」を活かした「地域価値の創造」

のための課題設定とその解決を図る「科学的知識の体系」である。 

  ② 「地域経営学」は、「持続可能な地域社会の創造」を地域経営の理念として「地域

社会全体の価値の最大化」を目指すと共に、地域社会を構成する各種経営主体は、

地域社会全体の価値の増大を志向しながら、「個別経営主体の価値の最大化」を目指

す。 

  ③ 「地域経営学」での各種経営主体（各種継続的事業体）の中には、地域社会を構

成する「私企業、自治体、公企業、学校、病院、組合、NPO、家庭等」が含まれる。 

  ④ 「地域経営学」での地域価値には、「社会価値」（歴史価値・文化価値・自然価値・

地域特性価値等）、「組織価値」（組織文化価値・住民意識価値・イノベーション価値・

連携協働価値等）」、「経済価値」（物的資源力・人的資源力・財政力・キャッシュフ

ロー力等）等から構成される 

  ⑤ 「地域経営学」での地域価値の創造は、地域内のみならず「他の地域間の連携に

よる安定生産・安定供給・安定販売等」（広域地域経営）による地域価値の創造がな

される。 

５．地域経営学に「固有な特性」 
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  ① 地域経営学の「第 1 の固有な特性」としては、「持続可能な地域社会の創生」のた

めに、地域社会を一つの経営主体（継続的事業体）として、地域社会内の各種経営

主体（各種継続的事業体）が連携・協働して行う地域価値の創造活動を俯瞰的に見

る視点であり、「地域経営者の視点」あるいは「地域経営主体の視点」である。 

  ② 地域経営学の「第 2 の固有な特性」としては、地域社会内の各種経営者体（各種

継続的事業体）が地域社会全体の価値の増大を志向しながら、各種経営主体の価値

の創造活動を俯瞰的に見る視点であり、「各種経営主体の経営者の視点」である。 

  ③ 地域経営学の「第 3 の固有な特性」としては、地域社会全体の経営主体および地

域内の各種経営主体の価値の創造を図る「経営主体の管理者の視点」である。 

  ④ 地域経営学の「第 4 の固有な特性」としては、他地域間連携による「地域価値創

造の安定的創造」、「地域価値創造の最大化」、「持続可能な地域社会の創造」を行う

ために「地域間連携による地域経営」・「広域地域経営」が行われる。 

  ⑤ 地域経営学の「第 5 の固有な特性」としては、「民・学・産・官・金・言・士」等

の多様な連携・協働によりノウハウやアイデア等を提出し合いながら地域価値を創

造する「オープン・ソーシャル・イノベーション」や、地域課題の解決のための「プ

ラットホーム」等の新たな地域経営方式や技法を積極的に導入して地域価値の創造

を図る。 

 

６．地域経営資源の「形態別分類」 

  ① 地域特性「自然資源」 

   地理的条件：地熱、地質、湧水、降水量、河川、海水、海流、流氷、海岸、山脈、

山岳、地理的位置、森林、湿地帯、伏流水、景観、など 

気候的特性：気温、湿度、降水量、日照時間、空気、風力、など、 

  ② 地域特有な「歴史・文化・社会資源」 

   遺跡、文化財、歴史的建造物、伝統文化・伝承文化、民話、地域芸能、街並み、神

社、仏閣、祭り、イベント、ライフスタイル等 

  ③ 地域特有な「人工資源・」 

   橋、運河、家屋、トンネル、市街地、公園、街路樹、灯台、遊園地、スキー場、運

動場、ダム、学校（幼稚園・小学校・高等学校・大学・大学院、研究所、専門学校

等）、美術館，動物園、水族館、公民館、遊園、道の駅、民宿、旅館、ホテル、港、

空港、新幹線、道の駅等 

  ④ 地域特有な「人的資源」 

   定住人口、交流人口、人口構成、労働力、高齢者、人情、人脈、人的ネットワーク、

相互信頼関係、相互扶助関係、郷土出身者、郷土愛、長期・短期移住者など 

⑤ 地域特有な「知的情報資源」 

   高齢者の知恵力・技術力・経験力、若者の挑戦力・行動力、地域ブランド力（「リー 
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   ジョナル・ブランド力）、地域製品ブランド力（「リージョナル・プロダクト・ブラ

ンド力」）、特許・商標権、IT・IoT・AI 活用力、研究開発力など 

⑥ 地域特有な「特産品資源」 

 郷土料理、農産物、水産物、林産物、酪農品、山菜、陶器、地域ブランド商品、地 

 域特産品など 

⑦ 地域所有の「地域経営資金・資金調達資源」 

 現金、預金、有価証券、長期・短期債券、内部留保、投資資金、フリーキャッシュ 

 フロー，地域の金融機関（地方銀行・信用金庫・信用組合等）資金活用力等 

 

（注）地域資源の分類は、「機能的分類」など地域経営目的により他の分類がある。 

   例えば、「地域特有自然資源」は、地域経営目的により更に下記のような分類も可能

である。 

① 原生的自然資源：原生林、沼地、湿地帯、湖、湾、砂丘、海岸、山岳。山脈等 

② 人工的自然資源：人工林、里山、里海、農地等 

③ 野生生物自然資源：希少種動物、希少種植物、野生動物、山菜等 

④ エネルギー自然資産：石炭、石油。木材。地熱、太陽光、海流、日照時間等 

⑤ 鉱物自然資源：化石、金、銀、銅、錫、石、水晶、石炭、翡翠等 

⑥ 水自然資源：地下水、表流水、湧水、湧水、深海水、海水、温泉等 

⑦ 自然環境資源：景観、風景、空気、雲海、眺望、天空、山脈、山岳、平野、丘陵等 

 

７．地域経営学教育と人財育成 

  〇 大学が地域に有用な人材育成するためには、地域は大学に「研究の場」を提供し、

その研究成果を大学の教育に「教材として伝授」し、地域の担い手となる「人財の

育成」を行う。 

  〇 地域の新たな問題・課題が発生された時には、大学及び地域（関連する各種経営

主体）と連携・協働して問題を解決することにより、更なる「知識（地域経営知識

等）の修得と蓄積」が行われ、「大学教育に反映」される。 

  〇 地域経営学は、地域を経営主体とした「持続可能な地域社会の創生」に向けて、

地域特性・地域資源を活かした事業化による「地域価値の創造のための地域経営学」

であることから「地域経営学の学修（座学と現場学修）」により、下記のような能力

を有する人財育成が可能である 

「地域経営学の学修と人財育成」 

① 「地域の歴史」から学び、「地域の特性・資源、地域の生活・経済・社会の現状」

を直視して、考え、「地域の将来をデザインする知識と能力」を有する人財育成が

可能である。 

② 地域の各種経営主体の連携・協働による全体地域価値の創造に向けて、「各種経営
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主体（私的事業体の経営、公的事業体の経営、自治体経営等）の経営に関する知識

と能力」を有する人財育成が可能である。 

③ 経営学・会計学・商学（マーケティング）、経営工学、経営情報学等の統合・融合

された「広義の経営学の知識・知見を取り込んだ地域経営に関する知識と能力」を

有する人財育成が可能である。 

④ 地域経営の離接科学分野である「地域経済学（地域経済政策）、地域社会学（地域

社会政策）、地域学（地域政策）、自治法・行政法、行政学（行政政策）等に関する

知識と能力」を有する人財育成が可能である 

⑤ 地域経営学は、持続可能な地域社会の創生を地域経営の理念とすることから、「地

域全体の利益、地域住民の利益、公私事業体の利益」に関する知識と能力を有する

人財育成が可能である。 

⑥ 特定地域の地域経営学と共に、「他の地域との連携・協働による広域地域経営に関

する知識と能力」を有する人財育成が可能である。 

 

８．日本学術会議の第 24 期分科会の地域経営学の理論構築において主要な検討中の事項 

  ① 地域経営における「地域経営主体」について 

   〇地域社会の歴史、現状などの特殊性により多様な「地域経営主体」が考えられ、

固定的でない。 

  ② 地域経営における「自治体の役割」について 

   〇地域経営における地方公共団体による経営（自治体経営）の役割 

  ③ 地域経営における「地域内各種経営主体間の連携・協働」のあり方について 

  ④ 地域経営における「意思決定と業績評価」のあり方について 

   〇地域経営への「バランスト・スコア－」などによる「戦略マップと業績評価」に 

    ついて 

  ⑤ 地域経営における「広域地域経営（他地域社会の地域経営間の連携・協働による

広域地域経営）」のあり方について 

⑦ 地域経営の『地域経営統合報告書』の内容と形式のあり方について 

⑧ 地域経営における「地域経営分析」と『地域経営分析報告書』の内容と形式あり方

について 

⑨ 地域経営における「地域経営監査」と『地域経営監査報告書』の内容と形式あり方

について 

⑩ 地域経営における「情報公開」のあり方について 

 

９． 日本学術会議経営学委員会「地域経営学の研究・教育のあり方検討分科会」は、第

23 期の審議経過と内容を踏まえて、第 24 期にさらに継続審議されて「提言」として

取り纏められ公表される。 
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第 1 図 「地域経営における各種経営主体（各種継続的事業多）」と「地域経営概念図」 
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第２図 「自治体主導の公共経営」と「企業経営」の現状 

（第２図及び第３図は分科会での鈴木久敏委員の報告資料） 
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第３図 「事業者・個人主導の地域経営」と「企業経営」 
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第４図、全国総合開発計画（概要）比較 
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